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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 24.7 ha

平成 17 年度　～ 平成 19 年度 平成 17 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 16 19

人 13 20

％ 16 19

％ 16 19

人 16 19

従業者数 14,54713,855従業者数の増加により、市街地が活性化する（5％の増）計画区域内の従業者数（事業所・企業統計調査）

100,000観光案内所の利用者数 観光案内所を利用した人の年間延べ人数 利用者数の増加により、賑わいを促進する。 84,000

58.9

緑化率 計画区域内の緑地面積の合計に対する緑保全創出地域制度に基づく緑の割合 緑化率の向上により、緑豊かな環境が整備される（850㎡の増） 2.1 2.8

建物の耐火率 計画区域内の敷地面積の合計に対する建替等による耐火建築物敷地面積の割合 耐火建築物の増加に伴い、安全性が向上する（5,541㎡の増） 54.4

703定住人口 計画区域内の定住人口（住民基本台帳） 定住人口の増加により、市街地が活性化する（10％の増） 639

　　札幌駅北口周辺地区は、本市発展の主たる活動の場である都心部のうち、道都の玄関口として重要な役割を担う札幌駅周辺に位置していたものの、昭和63年の鉄道高架の開通に至るまで、鉄道により南北市街地間の交通が分断されていたことから、
南北の均衡ある発展の妨げとなっており、土地の有効活用として極めて不十分な状況にあった。
　その後、地下鉄東豊線の開業や核施設の誘致等を契機として、徐々に民間の建替え等による更新が進み、平成１０年には、札幌駅北口のシンボルとなる駅前広場が完成したところである。
　また、近年は、周辺において情報系ベンチャー企業等の集積が進み、「サッポロバレー」と呼ばれる新しい産業ゾーンが形成されつつある。
　本市のまちづくりの方向性としては、これまでの急激な成長が一段落し、都市としての個性と風格を磨くまちづくりに取組む時期を迎えているため、都心のまちづくりを市民、企業、商店街組織、行政等が協働的に進めていくための基本的な枠組みである
「都心まちづくり計画」（平成14年6月策定）を市民、学識経験者、行政等で組織する協議会を設置して策定、その実現に向け、短期的に取組むべき事業等を体系化するものとして、平成14年7月に「札幌都心地区中心市街地活性化基本計画」を策定してい
る。
　市街地再開発事業等の関係では、昭和54年に札幌駅北口地区市街地再開発基本計画（12.6ha）を策定するとともに、昭和58年に高度利用地区に指定、以来、地元関係者と協力しながらまちづくりについて検討を行ってきた。
　その後、計画区域内において１地区で市街地再開発事業が、２地区で優良建築物等整備事業がそれぞれ完了し、現在、北８西３東地区で第一種市街地再開発事業が施行中である。
　今後とも、地元関係者と協働型のまちづくりを推進する。

・札幌駅の「北の玄関・北の顔」としての景観整備が不十分である。
・札幌駅周辺における南北の均衡ある発展には、都市機能の集積が図られていない。
・計画区域内には、市民が憩えるオープンスペースが不足している。
・計画区域内には、市民の交流活動の場となる広場的な空間が不足している。

①第4次札幌市長期総合計画（2000-2020）　（平成11年度策定）
　　　駅直近にふさわしい機能集積による土地の高度利用と景観の形成を促進するとともに、北部方面から都心に向かう交通の集結点としての機能の向上を図る。
　　　現に集積しつつある情報関連産業の一層の集積を図り、札幌の特性を生かした産業を育成する場の形成を図る。
②札幌市都市計画マスタープラン　（平成15年度策定）
　　　中枢管理機能、商業機能、娯楽機能などのこれまで高度に集積されてきた機能に加え、芸術文化機能、高度情報機能、集客交流機能などのより高次な都市機能の集積を図るとともに、都心の魅力を身近に享受する生活を支える居住機能のあり方
　　について検討する。
　　　都心内の各地区の個性や歴史的資源を生かした良好な都市景観の形成、建築物の壁面や屋上も含めたきめ細かな緑化、通行や休憩のほかイベントでの活用も視野に入れたオープンスペースや屋内広場の確保などにより、より魅力ある都心空間
　　の創出を目指す。
③都心まちづくり計画・中心市街地活性化基本計画　（平成14年度策定）
　　　広域的な文化機能の導入や優れた都市景観の創出により拠点性を高める。
④都市再開発方針　（平成15年度策定）
　　　商業・業務機能及び行政機能の集積と居住機能が調和した拠点形成を図る。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

計画期間 交付期間 19

安全で快適に暮らせる豊かなまちづくりを推進する
　目標1　中心市街地の賑わいを促進する
　目標2　安全で安心して暮らせる居住環境を整備する
　目標3　緑豊かな生活環境を創出する

都道府県名 北海道 札幌市 札幌駅北口周辺地区



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

（生活環境の向上）
再開発事業の実施によるオープンスペースの確保は、緑化整備とともに、アメニティの向上が図られ、居住者や来街者等に対する良好な市街地環境が形
成される。また、札幌駅北口の都心北融雪槽に遠隔操作・監視システムを整備して雪冷熱の供給を事業化し、省エネ・CO2削減を図ると共に、札幌駅北口
地区の生活環境の向上を推進する。

【基幹事業】
北８西３東地区第一種市街地再開発事業
【提案事業】
まちづくり活動推進事業「啓発パンフレット作成」
地域創造支援事業「都心北融雪槽雪冷熱実証事業」
【関連事業】
先導型再開発緊急促進事業
都市計画道路事業「北８条通」

・公共地下歩道の整備
　　北口駅前広場の公共地下歩道に接続する出入口を増設し、整備地区及び北方面の利用者に対する利便性、安全性を確保する。

・少子高齢化への対応
　　施設建築物内に保育園を整備するとともに、バリアフリーでオール電化の住居の整備により高齢者でも安心して暮らせる生活環境を確保する。

・地域冷暖房施設の活用
　　計画区域内では、環境に配慮し地域冷暖房施設の活用を促進しているところであり、市街地再開発事業においても導入している。

・協働型のまちづくりの促進
　　計画区域内では、高度利用地区を指定していることを踏まえ、土地の共同化、高度化を推進するため、パンフレット等を活用しながら、地権者、民間事業者、行政の３者がそれぞれの役割を担う協働型のまちづくりを研究するとともに、再開発準備
　組織等によって、今後のまちづくりについて検討する。

方針に合致する主要な事業
（中心市街地の活性化）
再開発事業の実施により、商業・業務施設の従業者数及び共同住宅の整備による定住人口の増加に伴い、中心市街地にふさわしい賑わいの再生を図る。
また、ＪＲ札幌駅北口に北海道観光物産センターと一体となって、仮称）北海道さっぽろ「食と観光」情報館を整備し、旅行者や市民が交流する環境を整え、
賑わいを促進する。

【基幹事業】
北８西３東地区第一種市街地再開発事業
【提案事業】
まちづくり活動推進事業「啓発パンフレット作成」
地域創造支援事業「仮称）北海道さっぽろ「食と観光」情報館」
【関連事業】
先導型再開発緊急促進事業
都市計画道路事業「北８条通」

（安全な居住環境の整備）
土地の共同化、建物の建替えによって木造建築物及び未接道建築物が解消されるとともに、地震や台風などの自然災害に強い不燃化のまちづくりが促進
される。

【基幹事業】
北８西３東地区第一種市街地再開発事業
【提案事業】
まちづくり活動推進事業「啓発パンフレット作成」
【関連事業】
先導型再開発緊急促進事業
都市計画道路事業「北８条通」



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

道路

公園

河川

下水道

駐車場有効利用システム －

地域生活基盤施設 －

高質空間形成施設 －

高次都市施設 －

既存建造物活用事業 －

都市再生交通拠点整備事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業 北８西３東地区市街地再開発組合 間 0.7ha 14 19 17 19 4,883 3,185 2,111 2,111

住宅街区整備事業

地区再開発事業

人にやさしいまちづくり事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 4,883 3,185 2,111 2,111 …A

提案事業
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

札幌市 直 － 18 18 18 18 106 106 106 106

札幌市 直 － 18 18 18 18 3 3 3 3

－ 0

－ 0

札幌市 直 － 19 19 19 19 1 1 1 1

－ 0

合計 110 110 110 110 …B
合計(A+B) 2,221

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
北８西３東地区市街地再開発組合 国土交通省 0.7ha ○ Ｈ16 Ｈ18 6,672

500ｍ

（19,500㎡）

合計 23,972

北８西３東地区

0

1,073

交付対象事業費 2,221 交付限度額 888

－

－

国費率 0.4

（参考）事業期間

1,073

0

0

0

うち民負担分

うち民負担分
事業主体事業箇所名

交付期間内事業期間
規模

（参考）事業期間

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

事業

先導型再開発緊急促進事業

（交通安全事業、雪寒事業を含む）

（高度利用地区、再開発事業）

－

北８西３東地区

事業主体

札幌駅北口周辺地区

－

札幌駅北口地区

－

事業
細項目

直／間

啓発パンフレット作成

－

交付期間内事業期間
規模事業主体 直／間

住宅市街地
総合整備
事業

事業箇所名事業
細項目

都市計画道路事業

地域創造
支援事業

札幌駅北口

－

仮称）北海道さっぽろ「食と観
光」情報館整備

都心北融雪槽雪冷熱利用実証
事業

札幌市 ○

（いずれかに○）

（北口駅前広場含む）

規模

３・４・８号　北８条通

事業箇所名

Ｓ63 Ｈ20 17,300

所管省庁名

国土交通省

全体事業費
事業期間



都市再生整備計画の区域

　札幌駅北口周辺地区（北海道札幌市） 面積 24.7 ha 区域
札幌市北区北６条西１、５丁目の各一部と北６条西２～４丁目、北７
条西１～４丁目、北８条西１～４丁目、北９条西２～４丁目の全部

※　計画区域が分かるような図面を添付すること。

JR札幌駅

JR桑園駅

JR苗穂駅

札幌市役所

札幌駅北口周辺地区
（２４．７ha）

国道５号
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Ｎ

北海道庁

　北８西３東地区（０．７ha） 　   市街地再開発事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　    先導型再開発緊急促進事業
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定住人口 （ 　人 　） 639 （　16年度） → 703 （　19年度）
従業者数 （ 　人 　） 13,855 （　13年度） → 14,547 （　20年度）
建物の耐火率 （　 ％　 ） 54.4 （　16年度） → 58.9 （　19年度）
緑化率 （　 ％　 ） 2.1 （　16年度） → 2.8 （　19年度）

札幌駅北口周辺地区（北海道札幌市）　整備方針概要図

目標 安全で快適に暮らせる豊かなまちづくりを推進する。
代表的
な指標

1 : 5,000
0 100 200m

N

■基幹事業
　市街地再開発事業（第一種）
○関連事業
　先導型再開発緊急促進事業
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凡例
　
          都市再生整備計画区域

          市街地再開発事業区域
　　　先導型再開発緊急促進事業区域

　　　街路事業

 ○関連事業
　街路事業　３・４・８北８条通

□提案事業
　まちづくり活動推進事業 （啓発パンフレット作成）

□提案事業
　地域創造支援事業（仮称・北海道さっぽろ
「食と観光」情報館整備）

□提案事業
　地域創造支援事業
　（都心北融雪槽雪冷熱利用実証事業）


